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―要旨―
　東京都内に、病院、クリニック等 40ほどの施設を運営している医療法人から依
頼を受け、経済連携協定に基づき来日している介護福祉士候補者の日本語教育を担
当するため、日本語教育研修の手続きおよび準備を行った。ところが、介護福祉士
候補者への面接とガイダンスを行った段階で、先方より一方的に研修解除の旨があ
り、日本語教育研修は行われないこととなった。
　そこには、院長クラスである法人理事の認識と、現場で勤務する者との思惑とに
大きなギャップがあり、最終的に十分な教育体制にこぎつけることができなかった
ことが最も大きく、また解決困難な問題が理由として根底にあることが挙げられる。
　本稿は、今回の日本語教育研修がなぜ行われないこととなったのか、その原因の
一端を明らかにし、その事実を広く知らしめることを目的とすべく法人理事および
その関係者からの依頼を受け、まとめたものである。日本語教育の側面からだけで
はなく、現場スタッフからのヒヤリングを中心とする医療現場の実態、また、国の
政策と、多角的に挙げることで、事実報告にとどまらず、一提言のほか、今後の展
望を述べていく。
１．EPA（経済連携協定）における看護師介護福祉士候補者とは
　日本とインドネシアおよびフィリピンとの間に結ばれた経済連携協定（以下
EPA）により、2008 年から看護師ならびに介護福祉士候補者の受け入れが始まっ
EPA（経済連携協定）における日本語研修とその弊害
――事例からみえるもの――
阿曽村　陽　子
24　EPA（経済連携協定）における日本語研修とその弊害
た。インドネシアからは、2008 年から 2014 年までの 7期生が、フィリピンから
は、2009 年から 2014 年までの 6期生までが来日している。EPA により、受け入
れ病院や介護施設に着任する前の日本語研修が義務付けられ、国際交流基金関西国
際センターが受託し実施することとなった。
　しかし、2008 年度および 2009 年度の看護師国家試験の合格率が、0％、1.2％
とそれぞれ低迷し、EPA による看護師介護福祉士候補者の日本語能力の不足が叫
ばれたことから、現地教育も課されることとなった。開始年から 2014 年来日期ま
では、表 1のようなスケジュールで研修が行われている 1。
　表１
インドネシア（尼） フィリピン（比）
入国年 期 研修期間・実施地 期 研修期間・実施地
2008 1 国内研修 6か月（IK 研修）
2009 2 現地研修 4か月＋国内研修 2か月 1 国内研修 6か月
2010 3 現地研修 2か月＋国内研修 4か月 2 国内研修 6か月
2011 4 JF 現地研修 3か月＋国内研修 6か月 3 JF 現地研修＊2/3 か月＋国内研修 6か月
2012 5 JF 現地研修 6か月＋国内研修 6か月 4 JF 現地研修 3か月＋国内研修 6か月
2013 6 JF 現地研修 6か月＋国内研修 6か月 5 JF 現地研修 6か月＋国内研修 6か月
2014 7 JF 現地研修 6か月＋国内研修 6か月 6 JF 現地研修 6か月＋国内研修 6か月
2
＊看護 2か月　介護 3か月
・正体（せいたい）／国際交流基金関西センターで行ってきた事業・授業等から経験、蓄積した
専門日本語研修のノウハウをもとに計画された、協定上の日本語研修をさ
す
・斜体／国際交流基金による日本語研修
「現地研修」：来日前にインドネシア or フィリピンで実施する研修
「国内研修」：日本国内で実施する研修
　現地研修では、日本人の日本語講師のみが指導するのではなく、看護師介護福祉
士候補者の母語が話せる人とのチームティーチングを行ったり、適宜現地のことば
を話せる人がサポートしたりしていた。候補者の精神的な負担が軽くなっただけで
EPA（経済連携協定）における日本語研修とその弊害　25
はなく、候補者が学習内容を理解するうえでの助けとなったことなどから、現地研
修は、今後も続いていくものと思われる。
　そして、3 マッチングを経て、それぞれの配属先が決定し、その配属先で国家試
験合格に向けた勉強をしながら、勤務にあたることとなる。
２．今回の事例
２−１．介護福祉士候補者の実態
　今回、筆者らは、東京都、千葉県、埼玉県にまたがり、病院やクリニックなどを
運営している医療法人からの委託を受け、介護福祉士候補者に日本語を指導するこ
とになっていた。当法人（以下、K医療法人）は、病院、クリニック、4 特別養護
老人ホーム、介護老人保健施設、グループホーム、病児保育室、認可保育園をあわ
せ、約 40の施設を持つ、常勤医師 50名、職員総数 1600 名、年商 100 億円超の、
中規模法人である。介護福祉士候補者が勤務する病院（以下、R病院）は、東京近
郊にある病床 300 を超える、その地域では最も病床数の多い医療機関である。日
本語教育研修を受ける介護福祉士候補者は、インドネシア人 3名、フィリピン人 4
名の合計 7名で、年齢は 2013 年 12 月当時で、23歳～ 31歳であった。就労開始
前の日本語研修については、EPA により定められた期間があり、インドネシア人
介護福祉士候補者は来日前に現地研修 6か月と日本国内での研修を 6か月、また、
フィリピン人介護福祉士候補者は来日前に現地研修 3か月と日本国内での研修を 6
か月受けている。2012 年 11 月から R病院に介護福祉士候補者として勤務してお
り、同年 12月から R病院内で、月曜日から金曜日に 2時間ずつ、国際厚生事業団
（以下、JICWELS）のテキストを中心に、読解力・速読力・漢字を中心に勉強して
きたという。そして、2 ～ 3 か月に一度、JICWELS が定めている定期的な試験を
行い、当時の日本語指導担当者によると、過半数を超える介護福祉士候補者が平均
点を上回っているとの報告を受けた。それと並行して、介護福祉士候補者は、介護
業務全般を任されており、2013 年 5月からは、土日祝日は夜勤にも入っていると
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のことであった。7：30 ～ 16：30 の早出、8：45 ～ 17：45 の日勤、9：30 ～
18：30 の遅番が、夜勤以外のシフトとして組まれ、毎月の公休 9日を除き、夜勤
を含むいずれかの勤務体制で介護職にあたっていた。所属部署は病棟であった。
　日本語教育経験のない一般病棟の 50代の看護師長（以下、M看護師長）が日本
語を指導したため、その指導者当人から「読解力・速読力・漢字を中心に勉強」と
報告があったが、具体的に「読解力、速読力」とはどのようなものを指している
かは、充分な見当がつかない。しかし、M看護師長への簡単なヒヤリングの結果、
JICWELS のテキストにあるものを読ませることを指しているものと推察した。漢
字についても、同様のテキストにある漢字語彙を学んでいるようであった。日本語
学習については、それ以外のテキストは使用せず、もっぱら、JICWELS のテキス
トと問題集、あわせて 3冊のみで勉強を続けていたようである。
　研修を始める前の 2013 年 11 月に、筆者ら日本研修担当者からの要望により、
N3レベルの言語知識（文字・語彙）、言語知識（文法）・読解、聴解の模擬試験を
行った。試験時間は、N3と同様 5 を希望したが、「候補者の集中力がもたないため、
途中に休憩を入れたい」という、試験監督を担当することになったM看護師長の
強い希望から、途中休憩をはさんで行うこととした。当初、監督業務も日本語教師
側で行う予定であったが、介護士候補者の勤務体制の事情でこちらに都合がつかず、
やむなくM看護師長に監督業務を依頼することとした。採点は日本語教師が行っ
た。紙面の都合で、100 点満点に換算した合計点のみを表 2にした。人数も少なく、
また単純に比較することはできないが、インドネシアからの介護士候補者のほうが
平均点は上回っている。これは、事前に行われた日本語教育に充てる時間の長さが
影響していることが一因だと推測できる。ただし、今回、来日経験が複数回ある候
補者や日本での仕事が初めてではない人が両国ともいたことから考えると、ひとつ
は個人差、もうひとつは、国民性が挙げられると思われる。国民性については、他
にいくつか発表があるため、そちらにゆずることとする。
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　　　　　　　表２
インドネシア人　25歳男性　　　　63点
インドネシア人　23歳男性　　　　53点
インドネシア人　24歳女性　　　　54点
フィリピン人　　28歳男性　　　　68点
フィリピン人　　26歳男性　　　　35点
フィリピン人　　31歳男性　　　　50点
フィリピン人　　30歳男性　　　　36点
　　インドネシア人 3名平均　　　56.7 点
　　フィリピン人 4名平均　　　　47.3 点
　　7名平均　　　　　　　　　　51.3 点
　その後、2013 年 12 月に、候補者に対する個別面談とガイダンスを行った。そ
の日は、休むことのないようにと通達をしておいたのだが、少し体調が悪い介護福
祉士候補者 1名が、勤務後、病院に残ろうか帰ろうか逡巡していたところ、M看
護師長が帰宅するように促したとのことで、7名のうち、6名の面談のみとなった。
もしその日に無理をして、その後の勤務に影響があることを考えると、帰宅させた
ほうがいいとM看護師長が判断したのだろう。
　面談中、待機している介護士候補者には、作文を課した。まとまった内容の作文
を書いた候補者がいる一方で、名前以外まったく書けなかった研修生もおり、提出
された作文にも、内容面、文法面で、大きな差があった。それについては、別の機
会に述べたい。一方で、6名すべての介護士候補者の、作文の日本語の文字が整っ
ていたことは特筆すべきものであると考える。院内の日本人スタッフすべてが読め
る文字を書くことは必要不可欠であり、また最も基本的でかつ求められる能力の一
つである。丁寧に文字を書こうという介護士候補者の意識の高さを強く感じた。
２−２．予定シラバス　
　現地での日本語研修での目標は、国際交流基金が
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・日本語
・自律学習
・社会文化理解
　表３　　JF 現地研修の目標（日本語の目標は未習者用）
日本語 3か月終了時 ① 初級前期修了程度（日本語能力試験N5程度）の総合的な日
本語力がある。
② 地域での生活に最低限必要な会話ができる。
③ ひらがなやカタカナ、日常生活で用いられる基本的な漢字で
書かれた定型的な語句や文、文章を読んで理解することがで
きる。
④ 体の部位や症状等、業務に関連したごく基本的な語彙・表現
を理解することができる。
6か月終了時 ① 日本での生活と国内研修での学習に必要な、基本的な日本語
の知識と運用能力がある。言語知識においては初級後期修了
程度（日本語能力試験N4程度）を目標とする。
② 看護・介護に関わる基本的な語彙・表現がわかる。
自律学習 ① 基本的な予習・復習のやり方がわかる。自己学習の習慣がで
きている。
② 自分の学習を計画したり、振り返ったりする姿勢ができてい
る。
社会文化理解 ① 日本と日本人に関する基本的な知識（地理・交通・住宅事情
等）がある。
② 日本で生活するのに必要な、基本的な生活習慣やマナーがわ
かる。
③ 日本の職場習慣や、看護・介護の業務場面における文化・習
慣の違いが理解できる。
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と定めている（表 3）。そこで、筆者を含む日本語スタッフも、同様に 3本の柱を
中心に、シラバス作成を行った。
　これらを参考に、日本語学習については、事前に行った模擬試験の結果をもとに、
介護福祉士候補者のレベルに合わせたテキストを選定し、約一年で 2冊が終わる
ようなシラバスを作成した。日本の文化や習慣を、読解から学べるものという基準
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で選んだテキストだった。ガイダンスの際には、介護士候補者に第 1課をコピー、
配布し、勉強方法についても触れている。
　次に、自律学習については、さまざまな考え方ややり方があるが、みずからが自
分の得手不得手を知り、さらに現在の自分の力を客観的に把握し、自分がたてた目
標に向かって、7 日本人サポーターの力を借りながら進めていくという方法を考え
ていた。『自律を目指すことばの学習―さくら先生のチュートリアル―』（2007）
を参考にしつつ、筆者自身も出講大学で行っている自律学習の経験もふまえてシラ
バス作成を行った。
　最後に、社会文化理解を、「日本事情」という名前にし、今後、長い期間、日本
で日本語をつかって働き、周囲の人たちとも良好な関係を築いていける介護福祉士
になるためのさまざまな知識を得、マナーを知る時間とする予定だった。また、要
介護者のみならず、その家族や院内にいる人たちから敬遠されないようにし、カル
チャーギャップによる摩擦を軽減あるいは皆無とするための知識や行動様式を身に
つけることを意識する時間としても考えていた。「周りを見ながら働く」というこ
との意識づけを定着させることが目的であった。
　その他、専門用語を学習する時間、オノマトペを学ぶ時間等、一日にさまざまな
内容を学ぶことで、タイトなスケジュールではあるが、2015 年の介護福祉士国家
試験に間に合うように計画をたてた。
　だが、日本語指導の曜日と場所とがなかなか決定せず、苦慮した。こちらからの
希望と、先方の勤務体制の折り合いがつかず、当初は日本語学習を週に 5回行う
予定だったが、理事が間に入ったにもかかわらず、勤務体制を変更することは不
可能だとM看護師長に言われたことから、最終的には週に 2回となった。ただし、
週 5回のときには一日に数時間だったが、週 2回とする代わりに、終日日本語研
修の時間に充てることを、理事から了承を得て、計画をたてた。日本語教師あるい
は 8 学生サポーターは筆者を含め 10名配置し、それぞれの任務を行う予定にして
いた。指導場所は、M看護師長は R病院を指定した。しかし、打診のあった際に、
場所については筆者の側で指定することが条件であった。そこで、日本語教師とし
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て筆者が依頼したすべての人の自宅からも勤務先からも学校からも、R病院の立地
の利便性が高くなかったこともあるが、介護福祉士候補者に、日本の電車に乗り、
マナーを身につけ、日本社会での歩き方も知ってほしいという考えから、法人本部
近くの会議室のレンタルあるいは、法人本部の近くにいくつかあるクリニックのス
ペースを借りて授業を行うことで、理事側と決定した。ただし、学習曜日と場所に
ついては、M看護師長とは最終的な決定をみないうちに、日本語研修の契約が解
除となってしまった。介護士候補者は、R病院近くの借り上げのマンションに住ん
でおり、徒歩で通勤しているとのことであった。また次々に業務が増え、日に日に
プライベートの時間が減り、マンションと R病院との往復で、部屋に着くと倒れ
こむように寝ることもあると話している介護士候補者もいた。電車に乗り、車窓か
らさまざまな日本の風景を見ることだけでも、彼らにとって気分転換にも刺激にも
なり、日本の社会事情も学べるチャンスだったのではないかと強く感じていたこと
から、さまざまな点で、契約解除が残念に思われる。
２−３．夜勤に対する法人と現場との認識の相違
　他の医療機関で行われている看護師介護福祉士候補者への日本語教育に関するい
くつかの実践報告書を読むと、候補者のレベルにあわせ、臨機応変に対応している
ことがわかる。例えば、開始当初は毎日 2時間という R病院とほぼ同様の勉強時
間数だったが、それでは介護福祉士国家試験には合格できないと日本語教師が判断
し、医療現場の候補者を受け入れている施設及び担当者に直接伝え、その結果、勤
務を午前中のみとし、午後は勉強に充て、また曜日によっては終日日本語学習のた
めの日も設けたという機関も見受けられた。それと比較すると、R病院は、明らか
に勉強時間数は少ないが、一方で、現場での介護福祉士候補者の需要が高く、また
仕事として成立しているということもできる。本来なら、日本語研修を担当する者
が、介護福祉士また候補者の日頃の勤務の様子を観察し、また関係者からヒヤリン
グをすることでさまざまなことが見え、授業計画を立てる際にも参考にできる部分
が多いのであるが、それはM看護師長に拒まれたため、実現不可能となった。も
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し、現場観察が可能となっていたら、さらに効果的な授業計画をたてられた可能性
は高い。
　夜勤に入っていたのは 7名中 5名であり、それはM看護師長が、介護福祉士候
補者の日本語のレベルにより決定した。夜勤は、病棟にいる介護福祉士の数が減り、
日勤と比較すると、日本人介護福祉士の助けを借りることは難しい状況となる。ま
た、同様の理由から個々人での判断がより多く必要となり、そのためには相応の日
本語力が欠かせない。介護に必要な日本語にはどのようなものがあり、それを介護
福祉士候補者がどの程度身につけているかは、もちろん、介護の現場を把握してい
る、実際にその現場に携わる者が判断し、決定すべきことであるとは思う。最低限
知るべき語彙や表現を身につけていなければ勤務にあたらせることができない。だ
が、ここでもすでに法人側と現場の側とそれぞれの考えに大きな乖離が見受けられ
た。法人としては、全員の介護福祉士国家試験合格はもちろん、現場を早く知り、
各自の知識としてそのストックを多く持ってほしいとの考えから、7名の介護福祉
士候補者すべてに、平等の機会を与えることを希望していた。当然、日本語能力の
みならず、生活面や仕事量等で個人差があり、7名すべてが同時期にあらゆる勤務
をスタートすることは不可能であることは法人側も理解している。しかし、半年以
上も夜勤をする者とそれがない者とでは、特に経験の面で差が開く一方である。経
験から得られる、専門用語を含む様々な語彙もある。そこでその 2名についても、
夜勤に入ることができるように指導してほしいと、法人としては考え、通達はして
いた。だが、M看護師長は、それを行わず、勤務可能だと判断した介護福祉士候
補者のみを夜勤にあたらせていた。法人と現場との通達経路、方法、コミュニケー
ションの取り方等、法人内部の問題もあるだろう。法人側は理想をかかげる一方、
現場は現実を見据えての判断であったかもしれないが、今回の場合、現場判断が先
行し、候補生が全員国家試験に合格するという法人全体の目標ではなく、候補生を
夜勤ローテーションに入ることのできる候補生を育成するという、現場を優先させ
る行動へとつながったといえる。では、なぜ、このような認識の相違が生じたので
あろうか。その事情と見解は、5章で述べる。
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３．今回の問題点
　今回注目すべきことは主に次の３点である。まず、K医療法人側が、日本語教師
による日本語教育の必要性を感じたのが、介護福祉士候補者が配属されて 1年近
くたってからだということが挙げられる。また、その事態に気が付いたのが、医療
関係者ではなく病棟に勤務する事務職員であり、その職員が会議で議題としたこと
で本部の理事に話がすすみ、筆者に依頼が来たのだ。そもそも、EPA による介護
福祉士候補者を受け入れながら、現場の看護師長に任せたままにしていた法人にも
問題がある。また、K医療法人は理事が複数いて、それぞれ担当病院やクリニック
があるのだが、R病院担当の理事が日本語教育の必要性を把握していなかったこと
が一番の原因のひとつであるといえる。さらに、法人本部の理事が、R病院担当の
理事を経由して、M看護師長に口頭で確認を求めたところ、M看護師長自身で日
本語を指導することに対し、「全く問題ない」と返答があったことから、そのまま
事実を確認せず、結果的に約 1年の間、現場任せになっていたようである。事実
確認を行わなかったのは、受け入れ当初、法人側も、介護福祉士候補者への日本語
教育をさほど重要視していなかったからだろうと推測できる。介護福祉士候補者の
日本語教育に目を向けなかったことについて、理事側は非を認めているのだが、す
べての介護福祉士候補者が、ヒヤリングの結果、日本語をもっと学びたいと考え
ていたことをふまえると、非常に残念な措置であったと感じる。M看護師長から
は、介護福祉士候補者について、「発音が未熟で日本人が聞き取りにくい点も多い
が、一年間一緒に生活してきてかなり日本語能力が上がっている」との報告があっ
た。また、「文法の使い方が弱く、文章作成や意味の理解に困難なことがある」と
いうコメントもあった。しかし、これは、日本語教育に従事している者の視点では
ない。具体性がなく、単なる印象点である。生活や仕事で必要な日本語能力と、国
家試験に合格するための日本語力を上げるための指導は、もちろん重なる部分もあ
るが、試験対策も含め、特化した勉強を行う必要がある。また、文章作成は多くの
日本語学習者が難解に感じ、苦手意識をもちやすいものでもある。表現のストック
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を増やすためにも、その指導は、早く始めれば始めるほど日本語学習者にとって効
果があるものと筆者は考えている。文法、発音についても、それぞれ指導のノウハ
ウがあり、また、研修生が非漢字圏出身者であることを考えると、やはり、一日で
も早く、7名の介護福祉士候補者との学習の時間をもちたかったと思う。
　次に、現場で介護福祉士候補者の指導にあたっている人の、日本語教師蔑視を強
く感じたことが挙げられる。K医療法人からは、日常会話や文法のみならず、介護
福祉士候補者が介護福祉士国家試験に合格するために専門用語の理解ができるよう
に指導してほしいとの依頼があった。ところが、それまで日本語研修を担当してい
たM看護師長に会った際、日本語教師蔑視ともとれる言葉を師長の口から耳にし
たのだ。その真意はわからないままであるし、日本語教師に対する偏見や軽視は、
少なくとも筆者の経験上、今に限ったことではないが、EPA における介護福祉士
候補者への日本語指導は、日本語教師が行うものだと認識していたことから、その
反応に愕然とした。そもそも日本語研修とは、企業あるいは研修先で、各組織に所
属する研修生が周囲の日本人と同等の仕事ができるような日本語力を身につけ、そ
の力を伸ばすことを目的として日本語の指導を行うものである。EPA における日
本語研修とは、法人理事、医療従事者、法人事務職員および日本語教育関係者ら異
業種が一丸となりそれぞれの分野を担当することで介護福祉士候補者が合格をつか
みとることにつながり、つまりそれは今回の場合、18か月後以降の法人全体の利
益を上げることになるのではないかと、筆者をはじめ、本日本語研修を担当する予
定であった日本語教師 10名すべてが共通認識としてもっていた。ところが、一年
間、M看護師長自身が介護福祉士候補者への日本語指導を一手に引き受け、シフ
トもM看護師長が組み、候補者 7名の相談にもM師長がのっており、法人の中で
介護福祉士候補者とかかわっていたのがその師長だけであったことが、すべて終わ
ってから行った理事およびM看護師長へのヒヤリングでわかった。そして、自分
が一年間育てた介護福祉士候補者が、自身の手元から離れ、日本語教師に引き継が
れることに対し、非常な嫌悪感と不安感となって、我々にとって好ましくない発言
となったものであると推測される。その際、18か月後以降の法人の利益向上につ
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いて、考える余裕すらなかったのかもしれない。日本語教師による介護福祉士候補
者へのガイダンスが終わり、筆者らが病院を後にした直後、M師長が、日本語教
師側との窓口となっていた法人の事務職員に、「日本語教師に任せるのはやはり納
得がいかない。自分が国家試験に合格させるからこのプログラムはご破算にしてほ
しい」と懇願したのだそうである。本来なら、日本語教師が日本語を担当すること
は理事レベルで決まったことであり、また面談およびガイダンスまで終わり、テ
キストの初回の課も配布した後のことであるから、法人側はそのM師長のことば
を聞き入れなければいいのである。だが、実際は、現場を取り仕切る看護師の力が
大きく、そこに頼らざるを得ない現代の医療事情が大きく関わっているようである。
また、組織の拡大にあわせて各医療現場で看護師の教育がなされており、今回の看
護師長の言動が法人に不利益をもたらすとしても、すぐに同じポジションに入れる
同等の看護師を探すことができないうえ、育成するにもその時間がない。そのため、
やむなく、現在所属している看護師の言い分はある程度聞かざるを得ないのだと、
理事へのヒヤリングの際に聞いた。しかし、一つの組織に所属しているもの同士が
同じ方向を向いていないというのは大きな問題であるといえる。また、根本の問題
は、理事が決定したことが現場に伝わらない K医療法人の運営法にあるという理
事側の認識から、今回の事例をふまえ、直後から法人内の梃入れが始まっている。
　もう一点、理事側の考えが現場に正しく伝わらなかったり、または伝わっても現
場主導となっている部分があったりすることも問題点である。これは、外部の私た
ちには触れることのできない部分であるが、今回、日本語研修スタートのテープす
ら切れないことが決まってから行った法人理事へのヒヤリングから、こここそがネ
ックであり、大きくなった法人の今後の進め方の問題点でもあるとし、早めに解消
していかないと、法人の維持そのものへの影響もあるだろうと考えていることがわ
かった。K医療法人は、その後の内部調査で、ここまでの理事と現場との意識の相
違、また伝達の不備があるのは、当法人の約 40ある病院、クリニック等の中で R
病院だけだったとしている。いずれにせよ、今回の結果は、明らかに法人の責任で
あり、理事長およびヒヤリングを行った理事数名はそれを認めている。そして、そ
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れは、現代の医療事情と密接な関係があり、そこを本稿で取り上げてほしいとのこ
とであった。現代の医療事情とその関係については、次章以降で述べることとする。
４．制度の問題点
　看護師介護福祉士候補者に対する日本語研修について、以下のような記載がある。
「候補者を受け入れた病院や介護施設では、候補者に日本人と同等の報酬を支払い
ながらも、就労時間を短縮したり、専門家を雇用したりするなどして候補者の日本
語学習や国家試験対策を支援することが義務付けられている。しかし、就労と研修
の時間の配分や国家試験対策への取り組みは各病院・介護施設に任されているため、
その状況にはかなりの差があるのが現状である 9」「しかし、EPA による外国人看
護師・介護福祉士候補者の受け入れは国策によるものであるから、候補者及び受入
病院・介護施設のみが頑張っても事態は改善しない。日本語による国家試験合格と
いうハードルは、候補者及び受入病院・介護施設にとっての最大の課題であり―
後略―10」。ここに指摘されていることは、EPA による看護師介護福祉士候補者の
受け入れを考えているすべての病院や介護施設の理事、職員が考えを及ぼしている
ところであろう。候補者が、いかに効率よく日本語を習得し、勤務にも入り、最終
的に国家試験に合格するかは、本制度に関わる全ての人が案を講じているものと推
測できる。さらに、介護福祉士候補者を受け入れた施設では、次のようなことも考
えていく必要があるのだ。「―前略―国際厚生事業団（JICWELS）によれば、全体
的に、介護福祉士候補者らは、国家試験対策により時間を割く看護師候補者らに比
べ、日本語能力の上達が遅れていることが指摘されたが、ことに介護福祉士候補者
にあっては、日本語会話能力の低さは、入所者とのトラブルの発生に関わりうるた
め、系統立てた日本語能力の向上を目指す環境づくりが必要になるだろう。―後略
―11」。厚生労働省による調査では、看護師候補者ら 57.6％が「勤務時間以外に毎
週 11時間以上勉強している」のに対し、介護福祉士候補者らで“毎週 11時間以
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上勉強している”と回答したのは 12.3％だったとのことである 12。この結果から
みても、多くの介護福祉士候補者には、日本語教師を指導者としてつけるべきであ
ろうと想像できる。しかし、先にあったように、候補者に、給与は出しながら、し
かし勉強のために勤務時間を減らす必要があり、また、日本語教師を雇用すること
も考えなければならない病院や介護施設にとっては、越えなければならない壁は高
く厚いといえよう。せめて、EPA における日本語研修のための日本語教育導入の
指針となるものがあれば、本制度を利用する病院および介護施設が増えてくるので
はないだろうか。
　もう一点、制度の見直しを要望したい。今回、R病院のM看護師長に、研修セ
ンターが出した介護福祉士候補者の成績表の閲覧希望の旨を伝えた。この成績表は、
介護福祉士候補者自身が持っているもので、来日当時のレベルだけではなく、そこ
に記載されている研修センターで学んでいたときの様子や介護福祉士候補者の得手
不得手、また、教師のコメント等から、多くの情報を得ることができ、日本語研修
のシラバス作成に役立てられると考えたからである。しかし、実際に筆者が見るこ
とができたのは、2名の情報だけであった。残り 5名のうち、2名はその成績表を
国においたまま日本には持ってきておらず、また 1名は紛失、他の 2名は、日本
に持ってきているかもしれないし国にあるかもしれないが、どこにあるかわからな
いから提出できないとのことであった。本来なら、成績表は、介護職にあたりなが
ら現場で日本語研修を受ける候補生たちの日本語力や個々人の性格等を、介護施設
や病棟等で指導する者が知りうる大切なものであり、なにより候補者自身が現場
に入る直前に受け取ったものである。また、「日本の施設に行ったら提出するよう
に」と言われて手にしているはずなのだ。介護福祉士候補者の管理のずさんさにも
呆然としたが、一番の問題点は、私たち日本語教師は介護の現場担当者ではないた
め、介護福祉士候補者から直接手に入れない限り、この成績表を見ることができな
いということである。成績を出した国際交流基金関西国際センターは、ひとりひと
りのデータおよび成績を外務省に提出している。介護福祉士候補者を受け入れた機
関は、その情報を外務省から入手することができる。つまり、R病院は、介護福祉
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士候補者が提出しなくても、直接外務省から手に入れることができるのだ。だが、
施設から日本語教育の委託を受けた我々日本語教師は、手に入れることができない
システムなのである。この件について、こちらから R病院のM看護師長へ、外務
省への働きかけを希望したが、「現場の忙しさ」を理由に断られてしまったという
経緯がある。介護の現場と日本語教師とで連携がはかられているところであれば問
題ないことなのだが、今回のケースは、協力体制が整っていなかった。だが、実際
に日本語を指導する者にこそ情報があるべきで、政府が定めた情報開示の範囲にも
弊害を感じた。そこで、政府には情報開示の範囲についての再考と、実際に日本語
教師が指導を行いやすい環境づくりの土台の再構築を強く願いたい。
　
５．現代の医療事情
５−１．労働に対する法人と現場との認識の相違
　今回、再三にわたり、R病院との調整を試みたが、院長クラスの法人理事の協力
体制を得たにも関わらず、R病院との間の溝は埋まらず、最終的に充分な教育体制
の確立にこぎつけることができなかった。現場で中心となっている看護師の力が大
きいことと、そこに頼らざるを得ない現代の医療事情を感じた。また、その点につ
いて、法人理事側も大きな問題点だということを認識はしているとのことであった。
経営サイドと現場で業務を行っている人たちとの間に、認識の大きな乖離がある。
理事も現場で働く人も、医療に携わる同一団体所属の者すべてがお互いに意思の疎
通をはかり、組織の人間として動くことを認識、納得しない限り、これからも、今
回同様の問題は起こり得るものと想像できる。
　今回のケースでは、K医療法人が EPA 対象の介護福祉士候補者を入職させる際
に、彼らを特に夜間帯と土日の戦力として考えていた。ただしそれは、実際に介護
福祉士国家試験に合格してからのことである。まずは日本語の力をつけて、国家試
験に通り、それから、現場で働いてもらいたいという意向であった。ところが、そ
れは法人側の考えであり、現場で働く者にとっては、即戦力としての受け入れであ
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るという認識だったようである。法人側が再三、現場で働く者に伝えても、先に示
した通り、現場を直接あずかる者の絶対的な力が発生する部分があり、結局は、今
回のケースはM看護師長の思惑通り、日本語がある程度できると判断した介護福
祉士候補者 5名が、早い段階から土日祝日の夜勤の担当となった。これは、今ま
で土日祝日の夜勤を担当していた日本人介護福祉士にとって、休暇となる日が増え
るということである。もちろん、以前から入職し勤務していた日本人介護福祉士と、
介護福祉士候補者とが均等に土日祝日の夜勤を担当するのであれば、公平性の点で
は問題はない。だが、シフトをみると、日本人介護福祉士の夜勤の回数は大きく減
り、その分、来日している介護福祉士候補者が、土日祝日の夜勤を必ず行う勤務体
制となっていた。これは、法人が考えていることからも EPA が考えていることか
らも大きく外れてしまっている。また、看護師介護福祉士候補者を受け入れること
は、長期的な目で見た場合の法人の利益および職員全体の労働力の確保と負担減に
つながるという認識からも遠いものとなっている。現代の医療事情は、介護福祉士
の負担が増え、過酷さは増している。それを考えると、すぐに戦力となる人材があ
ればそれを投入するという思惑は生まれるだろう。しかし、この介護福祉士候補者
は、EPA で定められたルートと方法で来日し、そのプログラムの中でさまざまな
業務が行われるべきなのである。候補者たちが現場の過酷さを補う人材となるのは
国家試験合格後であるという共通認識を、法人全体で持たないと、この制度は成り
立たない。法人の方針を現場に伝え、現場で任務にあたっている人たちがその方針
をしっかりと認識しない限り、今回のように、現場の中心となっていて、実際に介
護福祉士候補者を指導する看護師が、自分たちの負担を減らすことに重きを置く候
補者の業務の割り振りを行うことは、当然起こり得るものだといえよう。
　本日本語研修が解除となってから後、M看護師長がさまざまな点で限界を感じ、
やはり日本語教師が必要であるという認識を持ったとのことで、再度、日本語教
育の依頼があったのが、開始予定から半年たった 2014 年 6月であった。しかし、
様々な事情からこちらで受け入れることができなかった。そのため、K医療法人は、
日本語学校を探し依頼をしたが、それも話が進まず、結果的に日本語教師不在とい
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う事実は変わらなかったようである。
５−２．理事へのヒヤリングからみえる現代医療の問題点
　法人に対し、このように多大な迷惑とさまざまな損害とを与えた看護師が今も勤
務している現状について、理事へのヒヤリングから得たコメントを中心に考えた
い。ある理事から、まず、国の看護師に関する制度との深いつながりが挙げられた。
1946 年に日本語産婆看護婦保健婦協会として発足し、その後 1951 年に社団法人
日本看護協会と改称して現在に至る日本看護協会は、「終戦後の荒廃した医療・看
護状況のなかで、保助看法の制定・看護婦の待遇改善・病人のための病院の設備の
改善・看護制度の改革・看護教育など幅広く取り組んで 13」きたが、日本看護協会
は公益法人であるため、政治活動ができず、看護職の立場の確保や権利主張およ
び看護政策の提言を行うことが叶わず、「看護の発展のため・国を動かすためには、
私たちの組織の代表を国会に送り込む必要がある 14」という考えから、「日本看護
協会の目的達成のための政治団体 15」として、日本看護連盟が 1959 年に生まれた。
そして、安定して政治家を輩出するまでにその構成員数を伸ばしたことから、より
多くの看護師を雇用した法人により多くの報酬が支払われるという体制を日本看護
連盟が獲得したことで、看護師の就職・転職が「売り手市場」に大きく動いたのだ。
ここから、常に看護師を雇用して、職員数を確保したい法人側にとって、看護師側
の要求を、全面的にではないにせよ、容認しなければならない背景があったのでは
ないかと推測される。この制度決定は、少なくとも、今回の事態の遠因となってい
るのではないか、とのコメントであった。
　次に、医療業界特有のセクショナリズムを打開しなければ、今回のような問題は、
根本的には解決しないのではないかとのことであった。看護師当人が受けた学校教
育や教育を受けた時代および本人の年代、またその人の意識等により、異業種への
理解があまりない看護師が、医療業界に多く見られたとのコメントを得たのだ。ま
たこの EPA における日本語研修以前から、そのような看護師が少なからず K医療
法人内にもいたことは、認めざるを得ないとのことであった。そしてそのセクショ
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ナリズムの中で生きている人は、法人内、また、看護業界内という統一的、全体的
な視野ではなく、個々人の所属するセクションの理解にのみ重きを置いているた
め、例えば今回の場合、語学学習の必要性を認識していない看護師が存在すること
は、想定内であったらしい。だが、日本語研修を解除する事態にまで発展してしま
うことになるとは、ヒヤリングを行った数名の理事すべてが推測できなかったとの
ことであった。さまざまな教育環境が存在するが、主に看護師の育成の段階で、こ
のセクショナリズムに対する認識を打開することと、看護介護以外の教育について
もより多くの時間を割くことで、本件のような事情は少なくなっていくのではない
か。実際、主に看護に関わる者への K医療法人内外の教育および本人たちの意識
の変化等から、特に異業種への理解が深まり、また、近年の世情により語学習得に
ついてもその必要性の認識の度合いが高まっていることから、今回のような他業種
への理解不足から生じたと思われる言動も減少していくものと思われるとのことで
あった。時代とともに、徐々に看護師介護士育成の教育機関、教育内容・方法およ
びその対象者も増加し、その結果、さまざまな教育背景をもち、看護介護に携わる
者としての意識も多様な人材が増えてきていることは、さまざまな論文からも明ら
かである。そしてもちろん、看護師の力の増大およびセクショナリズムについては、
個人差があり、すべての看護師に該当するものではないことをここに付記しておく。
　では、今後、本件のような事態が起こらないようにするためには、どのような措
置をはかっていけばいいのだろうか。
６．一提言
６−１．候補者への日本語指導法プロトタイプ作成のために
　国は、看護師介護福祉士候補者の国内外での日本語教育、マッチングを行い医療
機関に候補者を送り出すだけではなく、その勤務実態を、今よりも細かに追跡調査
すべきであるのではないか。ただ単に、日本の少子高齢化による人手不足の解消と
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いうだけではなく、現状からいかに、候補者が国家試験に合格し勤務を続けること
につなげられるか、長期的な視点で考えていく必要があるように思う。同時に日本
語研修がどのように行われているのかについても、追跡調査の中で具体的にみるこ
とができる。現在、市販されている看護師介護福祉士候補者向けの日本語学習のた
めのテキストや問題集、用語集等があるが、それらをいかに用い、また、補助教材
はどのようなものが必要で、さらに、週にどの程度日本語学習に充てれば、勤務と
日本語学習との時間のバランスが比較的いいか等について、追跡調査を細かく行う
ことでしかそれらの統計はとれない。もちろん、近年、さまざまな報告が挙がって
いるため参考になる資料も多くなってきた。また、それぞれの医療現場で状況は異
なり、また、配属先の立地や看護師介護福祉士候補者を取り巻く環境によっても挙
がる問題点はさまざまであるが、しかし、プロトタイプのようなものは作成できる
ように思うのである。2008 年にスタートした EPAにもとづくインドネシア人、フ
ィリピン人看護師介護福祉士候補者が、国の方針のとおり、国家試験に合格し、日
本の医療現場での戦力となるために、国、医療機関、彼らを担当する日本語教師、
それぞれが先を見据え、かつ連携をとりながら進められるよう、さまざまな点を改
善していくことが求められる。
６−２．医療現場の金銭事情
　医療法人の経済的余力を考え合わせると、単純に EPA の制度を利用することが
効果的なのか、疑問視する声も現場からは挙がっているのが現状である。医療業界
の労働力の需給バランスと、国が考える EPA 制度の教育体制とに大きなギャップ
があるのである。
　すべての根底にあるもっとも大きな問題点が、医療法人は、金銭面であまり余力
がないということだ。生活保護や小児の 0割負担などに対する行政の協力はある
ものの、医療機関というものは、もともとそれぞれの法人で料金設定をするシステ
ムではないことから、利益を考えた運営ができるというものではないうえ、医療
費そのものが欧米の半分ほどの価格で設定されていることが問題であると、今回ヒ
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ヤリングをした数名の理事がみな一様に考えている。限られた予算とスタッフ数で、
看護介護を必要とする人たちが、いかに満足できるよういいサービスを提供できる
かを常に考えていかなければならないのである。
　EPA に基づいた制度とは、インドネシア人、フィリピン人の看護師介護福祉士
候補者が選ばれ、日本語の勉強をし、日本の医療現場で実際に働きながら国家試験
の合格をめざし、合格後も日本で勤務するというものである。だが、筆者が遭遇
した状況から類推すると、少なくとも、現場で直接介護福祉士候補者と接してい
たM看護師長には、その意図が伝わっていなかったといえる。また、K医療法人
も、研修生の配属当初、法人が支払うべき、日本語指導に関わる金銭面を考慮せず、
EPA 制度の深い理解に至っていないM看護師長に安易に日本語の指導を任せてい
た可能性もある。そして、最も危惧されることは、もしかしたら、似たような状況
に陥っている医療施設は少なくないのかもしれないという点だ。また、他の医療機
関幹部からも、EPA の制度を利用したいが、教育のための人手や資金が不足して
いることから、EPA に目を向ける余裕がなく、結果として理事と現場と日本語教
師の連携が難しく、本件と同様のことが起こってしまうことを危惧し、先に進むこ
とができていないと聞いている。
　現在行われている EPA にもとづく、インドネシア人、フィリピン人看護介護福
祉士候補者の受け入れは、医療機関ごとに、任意に希望ができる。しかし、先の理
由から、法人側はもともと金銭面で余力がないことから、日本語教育にあまりお金
をかけられないという事情がある。筆者は、K医療法人から依頼があった直後、シ
ラバス作成と同時に日本語教師の調達および時間割の作成を行っただけではなく、
それぞれの日本語教師への給料等コストも計算する必要があった。法人から提示さ
れた予算内でおさめるためにするにはどうすればいいか、日本語教師の質や授業全
体のレベル等もかんがみてのシフト作成を行う必要があったのだ。今後、日本語研
修を担当する機関およびコーディネートする日本語教師は、極力コストはかからな
いようにする一方、この件については、国と法人とがしっかり連携をはかり、予算
を確保して、日本語教師もいい環境で教育ができるようにすべきであるように思う。
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また、日本語教師は、EPA にもとづくインドネシア人、フィリピン人への日本語
指導を行う際に、さまざまなデータや文献にあたる必要がある。さらに、看護師介
護福祉士候補者への日本語教育は専門用語が多く、教師が勉強、理解するための資
料も多く必要となる。そのため、準備支度金も必要なのである。それを専門にして
いる日本語教員はまだ数が少ないことから、もうしばらくは、この準備金も含めた
補助金制度も考えてもらいたいと思う。
７．最後に
　現地研修および国内研修が終わっている看護師介護福祉士候補者への日本語指導
は、主に看護や介護の現場で指揮を執る者であっていいという考えもあるだろう。
しかし、日本語文法や短作文、漢字の指導や添削に、看護や介護のプロが時間を割
けないのが現状であることが、今回の法人理事クラスへのヒヤリングでわかったこ
とである。それだけを考えても、やはり、それぞれの仕事を行うことの方が、効率
も良く、そして、成果としていいものが上げられる可能性が高いのではないだろう
か。もちろん、お互いの仕事の邪魔をしてはいけない。だが、ときには、看護師介
護福祉士候補者への日本語教育のために、日本語教師が看護や介護の領域に入り、
専門家からアドバイスを受けたり、反対に、看護師長をはじめ、現場に携わってい
る、日本語教師以外のひとたちに日本語指導を委託したりと、さまざまなアプロー
チで候補者に日本語指導をすることが、最終的に、看護師介護福祉士候補者を受け
入れた医療法人にとっても、最も効果的なのではないかと考える。
　先行研究や実践報告を読んでも、やはり、現場担当者と日本語教師との一体感、
連帯感がなければ成功はなしえないということがわかる。本稿で、法人や他人を批
判するつもりはない。ただ、現実に起こったことをとりあげ、失敗例を明らかにす
ることで、今後の、EPA 看護師介護士候補者を受け入れる医療機関の在り方や日
本語研修の進め方を考える契機になればと考えている。
　第 26回介護福祉士国家試験の合格率は、36.3％であった。制度開始当初と比較
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するとかなり合格率は上がったといえるが、問題はまだまだ山積している。合否の
結果次第で、看護師介護福祉士候補者の人生が大きく変わる可能性もある。今回の
ようなケースが他の医療現場では起こらないことを祈り、本制度が、国と医療機関
と日本語教師とが一丸となって進められるようなプロジェクトとして確立すること
を願っている。
注・本稿には、理事からのヒヤリングの結果をそのまま載せた箇所がある。現場の
声として載せてほしいという依頼から、多少の誤解を生じるかもしれないと思われ
る内容についても採択した部分もある。が、今後の EPA 制度への、国を中心とす
るすべての人の理解と本制度の向上とをかんがみ、医療現場に携わる人の声をあえ
てそのまま載せることとした。
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　武分祥子
・『看護の動向と課題 [ その 2]―看護職員の就業場所より―』「立命館産業社会論集第 41巻 2号」（2006.9）
　武分祥子
・『来日第 1陣のインドネシア人看護師・介護福祉士候補者を受け入れた全国の病院・介護施設に対する追跡
調査（第 1報）－受け入れの現状と課題を中心に―』
　「九州大学アジア総合政策センター　紀要　第 5号」（2010）
　小川玲子・平野裕子・川口貞親・大野俊
・『来日第 1陣のインドネシア人看護師・介護福祉士候補者を受け入れた全国の病院・介護施設に対する追跡
調査（第 2報）－候補者及び経済連携協定スキームの評価に関連する要因の分析を中心に―』
　「九州大学アジア総合政策センター　紀要　第 5号」（2010）
　平野裕子・小川玲子・川口貞親・大野俊
・『来日第 1陣のインドネシア人看護師・介護福祉士候補者を受け入れた全国の病院・介護施設に対する追跡
調査（第 3報）－受け入れの実態に関する病院・介護施設間の比較を中心に―』
　「九州大学アジア総合政策センター　紀要　第 5号」（2010）
　平野裕子・小川玲子・川口貞親・大野俊
・『東京都看護職員需給見通し（東京都看護職員需給見通し策定検討会報告）』東京都（2011）
・『看護教育の内容と方法に関する検討会報告書』参考資料 3（2011）
　厚生労働省
・『日本における看護師不足の実態』「東アジア研究 10号」山口大学大学院東アジア研究科（2012）
　韓慧
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・『看護職員確保対策について』　社会保障審議会医療部会（2013）
・『EPA介護福祉士就学生に対する実習記録を書く指導に関する日本語教育の試み』
　「語文と教育　第 27号」　鳴門教育大学国語教育学会（2013）
　元木佳江
・『看護職員の需要構造と看護労働力確保の課題』「社会文化論集：島根大学法文学部紀要社会文化学科編　10
巻」島根大学法文学部（2013）
　宮本恭子
・『経済連携協定（EPA）に基づくインドネシア人・フィリピン人看護師・介護福祉士候補者を対象とする日本
語予備教育事業の成果と展望』
　「国際交流基金日本語教育紀要」（2014）
　登里民子・山本晃彦・鈴木恵理・森美紀・齊藤智子・松島幸男・青沼国夫・飯澤展明
・『経済連携協定（EPA）に基づくインドネシア人・フィリピン人看護師・介護福祉士候補者を対象とする日本
語予備教育事業の成果と展望』
　「国際交流基金日本語教育紀要」（2014）
　登里民子・山本晃彦・鈴木恵理・森美紀・齊藤智子・松島幸男・青沼国夫・飯澤展明
・『―事例報告―EPA看護師に見る正統的周辺参加　―病棟勤務の継続を支えるもの―』
　「桜美林言語教育論叢第 10号」　（2014）
　大村淑恵
≪インターネットによる参考資料≫
・第 103 回看護師国家試験（追加試験を含む）における経済連携協定（EPA）に基づく外国人看護師候補者の
合格者について
　http://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-10805000-Iseikyoku-Kangoka/0001_3.pdf
　20141110　18:06最終閲覧
・経済連携協定（EPA）に基づく外国人看護師候補者の看護師国家試験の結果（過去 6年）
　http://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-10805000-Iseikyoku-Kangoka/0002_2.pdf
　20141110　18:06最終閲覧
・滞在期間延長の条件について
　http://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-10805000-Iseikyoku-Kangoka/0003_2.pdf
　20141110　18:06最終閲覧
・EPA看護師候補者（平成 23年度入国）の滞在期間延長（国家試験の得点基準など）
　http://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-10805000-Iseikyoku-Kangoka/0004_4.pdf
　20141110　18:06最終閲覧
・EPA看護師候補者の滞在期間の延長に関する手続き・スケジュール
　http://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-10805000-Iseikyoku-Kangoka/0005_2.pdf
　20141110　18:06最終閲覧
・第 26回介護福祉士国家試験における EPA介護福祉士候補者の試験結果
　http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000041984.html
　20141128　18：02最終閲覧
・日本語能力試験　JLPT
　http://www.jlpt.jp/guideline/testsections.html
　20141129　10：01最終閲覧
・「公益社団法人日本看護協会」
　http://www.nurse.or.jp/home/about/yakuin/index.html
　20150227　20：20最終閲覧
・「福井県看護連盟」
　http://www.fukui-kangorenmei.com/about/kyokairenmei.html
　20150227　20：25最終閲覧
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≪研究会資料≫
・2011 年度日本語教育学会春季大会（東京国際大学　2011.5.22）
　「EPA 介護福祉士候補者と教師の学びの連環―漢字学習を例に―」大関由貴・遠藤郁絵（ポスター発表）
・「看護と介護の日本語教育研究会」（日本語教育学会テーマ研究会）　第三回例会　2013 年 11 月 16日
　「尼 4,5,6 期比 3,4,5 期　看護師・介護福祉士候補者に対する日本語予備教育事業の報告」
　登里民子・山本晃彦・飯澤展明
・「尼 4,5,6 期比 3,4,5 期　看護師・介護福祉士候補者に対する日本語予備教育事業の報告」（資料）
　登里民子・山本晃彦・飯澤展明
